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　新年明けましておめでとう
ございます。日頃より、化
学総連の諸活動に対しまし
て力強いご支援とご協力を
賜り、誠にありがとうござい
ます。また、連続プラントの
運転等で年末年始も業務に
当たられました皆様方には、
あらためて感謝と敬意を申
し上げます。

　昨年は、青色発光ダイオードの発明と実用化に対して、
日本人の先生 3 名がノーベル物理学賞を受賞するという明
るい出来事がありました。日本の科学技術が評価された
ことに加え、関連する素材や製品を提供してきた化学産業
にとっても、大変勇気付けられる話題となりました。一方、
世界中で自然災害による被害も相次ぎましたが、国内で
は御嶽山の噴火で 57 名が犠牲となりました。あまり知ら
れていませんが、100 年前の 1914 年、国内で 20 世紀最
大の噴火となった桜島大正大噴火では、島民 2.1 万人のう
ち犠牲となった方は 30 名にとどまりました。住民の自主
避難に加え、行政の迅速な対応や周囲からの迅速な救助・
救援が功を奏したといわれていますが、その根底には安
永噴火を経験した先人たちの言い伝えを継承してきたこと
も、あらためて教訓にすべきことといえます。また、年末
にかけては、食品への異物混入や自動車部品の不具合な
ど、国内メーカーが品質問題の対応に追われるといったこ
ともあり、あらためてモノづくりにおける品質確保の重要
性を強く感じたところです。
　足元の日本経済は、消費増税による消費の低迷から、
未だ力強い回復には至っておらず、2014 年度の実質 GDP
成長率はマイナスに転じるとの見方も強まっています。こ
れを受け、本年 10 月に予定されていた消費増税の見送り
や様 な々経済対策の議論が進んでいますが、経済の好循
環が機能するような政策の実現と、それに向けた労使の
努力が重要となります。そういった意味で、今春闘や各企
業の労使協議においては、賃金・一時金といった経済交

渉はもちろんですが、国内における設備投資や人材育成、
保安防災、職場の安全や品質確保など、得られた利益を
いかに国内の競争力強化に投資し雇用を維持確保できる
か、より真摯な議論が重要となります。
　さて、化学総連の活動ですが、産業対策委員会・調
査情報委員会・教育研修委員会の 3 委員会を中心に、各
単組委員長の皆様に活動を力強くリードしていただきなが
ら、各委員会の連携によってあらゆる課題に取り組んでい
ます。産業対策委員会では、4 つの小委員会を設置して、
コンビナート政策、税制改正、化学物質管理、戦略的な
イノベーション、標準化、エネルギー政策、安全といった
重点課題への取り組みを進めていますが、各課題につい
て業界団体や行政、議員の皆様と連携を図りながら、各
企業労使の課題抽出や労使での情報共有を進めていま
す。調査情報委員会では、各単組のニーズにあった活き
た情報の共有化を目指し、調査担当者会議や安全担当者
会議、オプション調査などを通じて、賃金構成の共有化や、
厚生年金受給開始年齢の引き上げに対する対応、企業年
金の見直し、安全アンケート結果を踏まえた各単組の対
応など、多岐に及ぶ情報交換と本音の意見交換を進めて
います。教育研修委員会では、幹部研修会や支部役員研
修会における研修テーマの選定や、海外労働事情調査団
の企画を通じ、加盟単組役員の人材育成に向けて取り組
んでいます。また、3 委員会の枠を越えて化学産業におけ
る課題である、女性活躍推進に関する実務責任者会議を
開催し、社員の多様性への対応を図っています。
　そして本年は、これまでも議論を重ねてきましたとおり、
化学総連が今後どういった姿を目指し、どういった組織
運営をしていくべきなのか、外部組織との連携のあり方も
含め、その方向性を定めアクションをおこしていく年とな
ります。定期大会でも申し上げましたが、化学総連という
組織のすばらしさを今一度かみ締めながら、組合員だけ
でなく産業界や社会の皆様からもずっと選ばれ続ける、真
にプロフェッショナルな組織作りに邁進していく所存です。
加盟組織の引き続きのご理解とご協力をお願いして、新
年のご挨拶とさせていただきます。
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全国化学労働組合総連合　会長　長野慎哉



— 2 —

重大事故や労働災害に繋がりかねない不安全な事象に出会わないようにするためには、個人や職場がどの
ような取り組みをすることが有効なのか見極めることを目的とし、化学総連加盟単組内にて 2013 年 10 月か
ら 2014 年 3 月にかけてマークシート方式にて調査を実施し、全 20 単組より 35886 名（製造 16561 名、製造
補佐 4802 名、技術 8906 名、その他 5113 名、無回答 504 名）から回答を得られました。（図 1）

2014年度実施　安全アンケート結果報告

回答者の基礎データ

図 1　設問間での選択状況の比較
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このような実態を踏まえると、生産現場においては安全第一、作業手順書遵守が基本とみなされているに
もかかわらず、その基本が浸透していない層があり、安全やルールを優先しない意識の結果として不安全な
事象に出会っているという状況が浮かび上がってきます。さらにそのような不安全な事象に出会いやすい層
は、現場の中でのコミュニケーションが不足しているために、聞くことで解決できることであっても知らな
かったり伝わっていなかったりするため、個人の中では疑問や課題として抱え込んでおり、その結果として
不安全な事象に出会っているのではないかとも思われました。さらには、職場から出されたヒヤリが検討さ
れていなかったり、上司の安全への関与が不十分であったりする職場では、不安全な状況が放置されたまま
となり、その結果として不安全な事象に出会っていると考えられました。

現場の安全が最優先であることに誰も異論はありません。しかし安全活動は優先順位をつけにくく、あれ
もこれもと取り組む結果、現場には負荷がかかってしまいます。この調査結果が今後の安全活動を考えてい
く上での一助となり、効率よく効果的な安全職場の実現に寄与できれば幸いです。

個人としてこの一年間全く不安全な事象を感じなかった層（問１－６を選択）と週に一度は不安全な事象
を感じた層（問１－１を選択）とを、問２～問７において前向きな回答（５、６を選択）をした割合で比較
すると、コミュニケーションの実現度（問７：図２）で 19.5 ポイント（以下ｐ）と最も大きな違いが表れ、
ついで安全性を優先する度合（問５：図３）において 17.8 ｐの違いが見られました。

同様に、職場としてこの一年間全く不安全な事象を見かけなかった層（問８－６）と週に一度は不安全な
事象を見かけたとする層（問８－１）とを、問９～問２２において前向きな回答（５、６を選択）をした割
合で比較すると、安全性を優先する度合（問 13：図４）において 42.3 ｐと最も大きな違いが見られ、ルール
や法令の遵守度（問 16：図５）で 38.9 ｐ、ヒヤリに対する対策度（問 17：図６）で 36.4 ｐ、上司の安全へ
の積極度（問 22：図７）で 35.3 ｐの違いが見られました。
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